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はじめに 

 

傷病者の症状等に応じた搬送及び受入れの円滑化を図るため、「消防法の

一部を改正する法律（平成２１年法律第３４号）」が平成２１年５月１日に

公布され、同年１０月３０日に施行されることとなりました。 

今回の消防法改正の目的は、単に１１９番通報から病院収容までの時間を

短くすることだけにあるのではなく、いかに傷病者の症状等に対応出来る医

療機関への迅速かつ適切な救急搬送を確保するかという点にあります。 

都道府県はまず、傷病者の搬送及び受入れの実態について、調査・分析を

行い傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われるように分類された

医療機関のリスト、救急隊による観察基準、搬送先医療機関が速やかに決定

しない場合に受入医療機関を確保するためのルール等からなる実施基準を

策定すること、また、絶えずその実施状況を検証し、見直しを行うこととな

ります。その際、消防機関の有する救急搬送情報と医療機関の有する救急搬

送後の転帰情報を合わせて分析することにより、単に、受入困難事案が減少

したかどうかだけではなく、救急隊の観察、病院選定や処置が適切に行われ

たか等について総合的に分析し、より適切な傷病者の搬送及び受入れ体制の

構築につなげていくことが重要です。 

また、消防機関と医療機関等からなる協議会は、実施基準の実施状況を踏

まえ、例えば救急医療提供体制そのものを充実強化する必要がある等の認識

が得られた場合には、その旨、都道府県知事に意見具申できることとされて

おり、積極的な役割を果たすことが求められています。 

さらに、国は、都道府県の取組について財政面を含め適切に支援するとと

もに、先進的な取組例について積極的に情報提供を行うことなどが期待され

ます。 

  当検討会では、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を策定する都道府県及

びその内容を協議する消防機関や医療機関等の関係者の検討の一助となる

よう、報告書を取りまとめました。 

本報告書を参考に各地域で住民の理解を深めながら実施基準に関する検

討が進められ、救急搬送を必要とする全ての傷病者が適切な医療機関に迅速

に搬送される体制が実現することを願っております。 
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座長 山本 保博 



 

 

  



 

 

目 次 
 
１ 消防法の改正について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 
 （１）背景  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 
 （２）改正の内容 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 
 
２ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準について・・・・・・・・・・  ６ 
 

第１号（分類基準） 
傷病者の心身等の状況に応じた適切な医療の提供が行われ 

ることを確保するために医療機関を分類する基準 ・・・・・   ７ 
       

第２号（医療機関リスト） 
 分類基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分 
に該当する医療機関の名称 ・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 

 
第３号（観察基準）  

消防機関が傷病者の状況を観察（確認）するための基準・・  ２２ 
      

第４号（選定基準） 
 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定 
するための基準   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 

 
第５号（伝達基準） 

 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し 
傷病者の状況を伝達するための基準・・・・・・・・・・・  ２８ 

 
第６号（受入医療機関確保基準） 

 傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合 
意を形成するための基準その他傷病者の受入れを行う医療 
機関の確保に資する事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・  ２９ 

 
第７号（その他基準） 

 傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県 
が必要と認める事項 ・・・・・・・・・・・・・・・・・   ３４ 
 

  （号数は消防法第３５条の５第２項各号を指す。） 
   
３ 協議会について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・   ３６ 
 
４ 傷病者の搬送及び受入れに関する調査・分析について・・・・・   ３８ 
 
５ 都道府県間の調整について・・・・・・・・・・・・・・・・・   ４８ 
 
６ 開催状況・構成員・開催要綱・・・・・・・・・・・・・・・・  ５１



 

 

地域の取組例 

 

 
 取組例１  大阪府堺市域二次医療圏 
 
   ・ 分類基準、医療機関リスト及び観察基準の例・・・・・・・・１８ 
 
 
 取組例２  東京都 

 
・ 医療機関リストの例・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・２１ 
 
 

 取組例３  東京消防庁 
 
   ・ 観察基準の例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 
 
 
 取組例４  東京都 

 
・ 受入医療機関確保基準の例・・・・・・・・・・・・ ・・・・３１ 

 
 
 取組例５  東京都 

 
・ 受入医療機関確保基準の例  ・・・・・・・・・・・・・・・３２ 

 
 
 取組例６  長崎県 

 
   ・ 調査・分析の例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３９ 
 
 
 取組例７  大阪府泉州地域 

 
   ・ 調査・分析の例  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４３ 
 
 
 取組例８  佐賀県 

 
   ・ 都道府県間の調整の例  ・・・・・・・・・・・・・・・・・４９ 

 



 

 

資料編  

   

○ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）（抄）  ・・・・・・・・ ５７ 

 

 ○ 消防法の一部を改正する法律案に対する附帯決議  

（平成２１年４月１７日衆議院総務委員会）  ・・・・・・・・・５８ 

 

○ 消防法の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

（平成２１年４月２３日参議院総務委員会）  ・・・・・・・・・５９ 

 

○ 医療計画関連資料  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６０ 

 

○ 周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書 

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向け 

て～（抄） 

（厚生労働省・平成２１年３月４日 ） ・・・・・・・・・・・６１ 

 

  ○ 重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会中間取りま 

とめ（抄） 

（厚生労働省・平成２１年７月８日 ） ・・・・・・・・・・・６３ 

 

○ 今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会「精神 

保健医療福祉の更なる改革に向けて」（抄） 

（厚生労働省・平成２１年９月２４日 ）・・・・・・・・・・・６４



1 

 

１ 消防法の改正について 

 

傷病者の搬送及び医療機関による受入れをより適切かつ円滑に行うため、

「消防法の一部を改正する法律（平成２１年法律第３４号）」が平成２１年

５月１日に公布され、同年１０月３０日に施行されることとなった。 

 

（１）背景 

平成１８年及び平成１９年に奈良県で、平成２０年に東京都で発生した

妊婦の救急搬送事案など、救急搬送において受入医療機関の選定が困難な

事案が全国各地で発生し、社会問題化したところである。こうした事態を

受け総務省消防庁と厚生労働省が合同で行った救急搬送における医療機

関の受入状況等に関する実態調査によると、平成２０年において、重症以

上の傷病者の救急搬送約４１万件のうち約１万７千件（約４．１％）の事

案において、また、産科・周産期傷病者の救急搬送約１万６千件のうち約

１千件（約６．３％）の事案において、救急隊が現場に到着してから医療

機関の選定を終え現場を出発するまでに３０分以上を要するなど、傷病者

の搬送及び受入れは大変厳しい状況となっている。また、このような選定

困難事案が首都圏、近畿圏などの大都市部に多く見られるなど、地域的な

特徴も調査により明らかとなったところである。 

こうした選定困難問題を解決するためには、救急医療に携わる十分な医

師の確保、勤務条件の改善などの構造的な課題を解決しなければならない

ことが指摘されているが、当面の対応として、現状の医療資源を前提に消

防機関と医療機関の連携を強化するための対策を講じることが必要であ

る。事実、大都市部においても、傷病者の状況に応じた搬送について関係

者間で明確なルールを共有することで、円滑で質の高い傷病者の搬送及び

受入れを行っている地域もあるところである。 

このような状況に加え、近年の医療の進歩とともに、傷病の発生初期に

実施すると効果的な医療技術が発達しているところであり、傷病者の救命

率の向上、予後の改善等の観点から、救急搬送における病院選定から医療
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機関における救急医療の提供までの一連の行為を迅速かつ適切に実施す

ることの重要性が増しているところである。 

今回の消防法の改正は、地域における現状の医療資源を前提に、消防機

関と医療機関の連携体制を強化し、受入医療機関の選定困難事案の発生を

なくすとともに、医学的観点から質の高い、傷病者の状況に応じた適切な

搬送及び受入体制を構築することを目指すものである。 

なお、選定困難事案の解決を主な目的として、今般の消防法改正が行わ

れたことは事実であるが、仮に、医療資源が充足しており、選定困難事案

が発生していなかったとしても、傷病者の救命率の向上等のため、地域の

実情を踏まえ傷病者の状況に応じた、より適切な傷病者の搬送及び受入れ

を実現していくことは極めて重要な課題である。関係者はこのことを十分

認識した上で、適切な者に適切に医療資源が配分されるよう、傷病者の搬

送及び受入体制の構築に取り組むことが重要である。 

 

（２）改正の内容 

今回の消防法改正により、各都道府県に、消防機関や医療機関等が参画

する協議会を設置するとともに、傷病者の搬送及び受入れの実施に関する

ルール（実施基準）を策定することが義務づけられた。 

実施基準においては、傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われ

るように分類された医療機関のリスト、救急隊による観察基準、搬送先医

療機関が速やかに決定しない場合に受入医療機関を確保するためのルー

ル等を定めることとなるが、併せて、協議会において実施基準に基づく傷

病者の搬送及び受入れの実施状況を調査・分析し、その結果を実施基準の

見直しに反映させることとされた。 

これは、実施基準を有効に機能させるためには、いわゆるＰＤＣＡサイ

クル（plan-do-check-act cycle）の活用による実施基準の策定と評価及び

見直しが重要であるという認識によるものであり、消防機関と医療機関が

それぞれ保有する客観的なデータを調査・分析することが前提となる。 
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医療機関

協議会

救急搬送・受入れの
調査・分析

実施基準の策定

消防機関

都道府県知事

救急医療体制の
あり方等に関する
意 見 具 申

従前、消防機関が保有する救

急搬送に関する情報と、医療機

関が保有する救急搬送後の転

帰情報等を合わせて分析する

ことが一般には行われてこな

かったが、傷病者の状況に応じ

た適切な医療を提供するため

の実施基準の策定とその見直

しを行うためには、両者の情報

を合わせて分析することが重

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

救急搬送に関

する情報等 

救急搬送後の

転帰情報等 

Plan

現状を把握し
実施基準を

策定

Do

実施基準を
実行

Check

実施基準の
実施状況の調
査・分析に基

づく評価

Act

実施基準の
改善・必要な

意見具申
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また、都道府県が定めた実施基準は、公表することとされており、傷病

者の状況に応じた適切な医療の提供が行われるよう分類された医療機関

のリストをはじめ、円滑な救急搬送がどのようなルールに基づき確保され

ていくのかを明らかにすることとされている。 

こうした実施基準の公表は、傷病者の搬送及び受入れに携わる関係者に

とって、共通認識を明確なものとするために重要である一方、住民にとっ

ても、地域における搬送及び受入れがどのように運営されているのかにつ

いての情報が提供されるという意味で重要であると考えられる。 

現在、救急医療に関しては、住民に対し、救急車や医療機関の不要不急

の利用を避け、救急相談サービスを利用するなどの呼びかけが行われてい

るが、こうした搬送及び受入れシステムの現状に関する正確な情報を提供

することにより、住民の理解がより一層深まることが期待されるところで

あり、その方法を常に見直しながら、より適切なものとしていくことが必

要である。 

他方で、実際に実施基準を運用する際の曜日毎の対応医療機関名等の情

報の公表については、例えば、地域において手術治療を行う役割を担って

いる医療機関にウォークインでの外来患者が殺到し、手術対応が困難にな

るなど、住民の受診行動によって医療機関の機能が麻痺する恐れがある等

の懸念から、慎重に対応する必要があるとの指摘もあり、各都道府県にお

いて地域の実情に即して適切に対応することが望まれる。 

また、協議会は、実施基準の実施状況を踏まえ、都道府県知事に対し傷

病者の搬送及び受入れの実施に関し必要な事項について意見具申できる

こととされており、例えば、協議会での検討の過程で医療提供体制そのも

のの充実強化の必要がある等の認識が得られた場合は、その旨、都道府県

知事に対し、意見を述べることが出来るとされている。 

なお、国は、都道府県に対し、実施基準の策定又は変更に関し、必要な

情報の提供、助言その他の援助を行うこととされており、都道府県の先進

的な取組等について情報の収集や提供を行うとともに、協議会の連絡会を

設置し情報交換を促進する等により、各都道府県における体制の充実・強

化を図ることとなる。  
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消防法改正（１）：協議会について

○ 構成メンバー

・ 消防機関の職員

・ 医療機関の管理者又はその指定する医師
（救命救急センター長など）

・ 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者

・ 都道府県の職員

・ 学識経験者等（都道府県が必要と認める者）

○ 役割

・ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準に関する
協議

・ 実施基準に基づく傷病者の搬送及び受入れの
実施に関する連絡調整（調査・分析など）

協議会

都道府県知事

関係行政機関

意見具申

協力要請

・ 実施基準
・ 搬送・受入れの実施

に関し必要な事項

・ 資料提供
・ 意見表明

都道府県に設置

 

総務大臣
厚生労働大臣

情報提供
等の援助

搬送に当たり、
実施基準を遵守

消防機関

受入れに当たり、
実施基準の尊重に努める

医療機関

都道府県が策定・公表

① 傷病者の状況に応じた適切な医療の提供が行われるよ
うに分類された医療機関のリスト

② 消防機関が傷病者の状況を確認し、①のリストの中から
搬送先医療機関を選定するためのルール

③ 消防機関が医療機関に対し傷病者の状況を伝達する
ためのルール

④ 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合において
傷病者を受け入れる医療機関を確保するために、消防
機関と医療機関との間で合意を形成するためのルール

等

※都道府県の全区域又は医療提供体制の状況を考慮した区域ごとに定める。

消防法改正（２）：実施基準（ルール）について

・医学的知見
に基づく

・医療計画と
の調和

協議会

基準策定時
に意見聴取

実施基準（ルール）
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２ 傷病者の搬送及び受入れの実施基準について 

 

  都道府県は、消防機関や医療機関等が参画する協議会における協議を経て、

消防法第３５条の５第２項各号に規定する傷病者の搬送及び受入れの実施

基準を策定することとなる。 

実施基準の策定は、傷病者の搬送及び受入れについて、現状の医療資源等

を活用し、消防機関及び医療機関等が共通認識の下で、当該都道府県におけ

る対応方策を決定していくことを意味するものである。 

従来、救急隊は、傷病者を観察し、適切な診療科に当てはめることにより

受入医療機関を選定してきたが、救急隊はエックス線撮影やエコ－検査、血

液検査等を現場で実施できるわけではないことから、診療科に応じて傷病者

を当てはめるのではなく、傷病者の症状等に応じて対応出来る医療機関をあ

らかじめ整理しておくことが、適切な傷病者の搬送及び受入れを実施してい

く上で重要である。このため、実施基準においては、各都道府県において、

傷病者の症状等に基づく分類基準を策定し、分類された区分に応じた医療機

関名を明らかにすることとしており、その上で、当該医療機関に傷病者が適

切に搬送されるよう、救急隊の観察や伝達の基準について定めることとなっ

ている。 

また、これらの基準に基づき、受入医療機関が速やかに決まることが望ま

れるが、一方で、これらの対応によってもなお、受入医療機関の選定に時間

を要し、医療機関への照会回数が多くなる事案が発生することも想定される

ところである。このため、受入医療機関が速やかに決まらない場合の医療機

関の確保方策についても、関係者間で協議し、都道府県が実施基準として策

定することとなっている（実施基準概念図Ｐ３５参照）。 

なお、実施基準は、都道府県全体を一つの区域として定めるほか、医療を

提供する体制の状況を考慮して、都道府県の区域を分けて定める区域ごとに

定めることもできるものである。 
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優先度

生命に影響を及
ぼすような緊急
性が高いもの

緊急性

専門性が高いも
の

専門性

搬送に時間を要
している等、特
殊な対応が必要
なもの

特殊性

以下、消防法第３５条の５第２項各号について整理する。 

 

 

 

 

 

１ 総論 

第１号の基準（分類基準）は、傷病者の状況に応じた適切な医療の提供を

行うために、医療機関を分類する基準を定めるものである。 

  救急搬送は、その症状が著しく悪化するおそれがあり、又はその生命が危

険な状態にある傷病者等を搬送するものであることから、分類基準は、当該

傷病者の生命の危機の回避や後遺症の軽減などが図られるよう定められる

必要があり、優先度の高い順に緊急性、専門性及び特殊性の３つの観点から

策定される必要がある。 

 

（１）緊急性 

生命に影響を及ぼすような、緊急性が高いもの。 
 

（２）専門性 

専門性が高いもの。 
 

（３）特殊性 

搬送に時間を要している等、特殊な対応が必要なもの。 

 

 

 

 

 

  

第１号（分類基準） 

傷病者の心身等の状況に応じた適切な医療の提供が行われることを確

保するために医療機関を分類する基準 
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傷
病
者
の
観
察

重
篤

（バ
イ
タ
ル
サ
イ
ン
等
に
よ
る
）

○ 専門性

脳卒中疑い

心筋梗塞
（急性冠症候群）疑い

胸痛

○ 特殊性

妊産婦

小児

開放骨折

急性アルコール中毒

・・・

救命救急センター等

NO

YES

NO

YES

重症度・緊急度が高い
脳疾患に対応できる
救命救急センター、
二次救急医療機関等

初期救急医療機関

入
院
が
必
要
と

考
え
ら
れ
る
も
の

二次救急医療機関YES

NO

重
症
度
・緊
急
度

【
高
】

外傷

○ 緊急性

・・・

・・・

  なお、各地域で救急搬送について問題となっている点について協議会とし

て認識（調査・分析）し、その認識に基づきどの症状等について分類基準を

策定することが必要かを協議会で決定することが重要である。 

そのためには、消防法第３５条の８第１項に規定する協議会の役割である

「実施基準に基づく傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に係る連絡調

整」の一環として、傷病者の搬送及び受入れの実施状況について調査・分析

を行い、その結果に応じて分類基準を策定することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記の基準は例示であり、分類基準をどう策定するかは地域の実情に応じて決

定されるものである。  
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２ 具体的内容 

 以下、各項目について具体的な内容を例示するが、例示した事項はあくま

で各地域で分類基準を策定する際の参考例となるものである。したがって、

どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定されるべきものであり、全

ての事項について分類基準を策定しなければならないというものではない。 

   

 

（１）緊急性 

生命に影響を及ぼすような、緊急性が高いもの。 

 

（ア） 重 篤  

   特に重症度・緊急度が高く、生命への影響が極めて大きいもの。 

緊急的に対応できる体制を構築しておくため、 重 篤 を分類基準

として設定することが適当であると考えられる。医療資源を特に投入

できる救命救急センター等の医療機関に、直ちに搬送する必要がある

傷病者の症状等が想定される。 

 

  ・ 重篤感あり 

  ・ 心肺機能停止 

  ・ 容態の急速な悪化・変動   

等 
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（イ）症状・病態等によって重症度・緊急度「高」となるもの 

症状・病態等によって、重症度・緊急度が高いと判断されるもの。

救命救急センター、または、傷病者の症状等によっては、専門性が

高い二次救急医療機関で対応することについて調整し、体制を構築

しておく必要があるため、分類基準を策定することが適当であると

考えられる。 

生命に直結する 脳卒中 や 心筋梗塞（急性冠症候群） が疑われ

る場合や、重症度・緊急度が高い 外傷 、 熱傷 、 中毒 、 

 腹痛（急性腹症） などが想定される。 

こうした重症度・緊急度が高い症状を呈する傷病者については、

傷病者の搬送及び受入れが比較的うまくいっている地域においても、

実際にどのような実施状況であるのか関係者間で改めて確認し共通

認識を持つことが重要であると考えられる（参考（症状・病態等に

よって重症度・緊急度「高」となるもの）Ｐ１３～１６参照）。 

 

（２）専門性 

専門性が高いもの。 

 

    ①  重症度・緊急度が高い妊産婦  

重症度・緊急度が高い妊産婦では、妊婦及び胎児の両者に対応す

る必要があり、また、妊産婦特有の傷病を念頭に置く必要があるこ

とから、分類基準を策定することが適当であると考えられる。 

ただし、妊産婦における脳卒中疑い等、緊急性が高い場合は、ま

ずは緊急性の観点から脳卒中疑いに対応できる医療機関で対応す

べきであること等について、関係者間で認識を共有し、分類基準を

策定することが適当である。 

 

②  重症度・緊急度が高い小児  

重症度・緊急度が高い小児では、病状が急変する可能性が高いこ
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と、傷病者自身が症状や経過を正確に伝えられないため事態の把握

が困難であること、また、後遺症を残す可能性のある髄膜炎や脳炎

等の中枢神経系の急性疾患を念頭に置く必要があること等から、分

類基準を策定することが適当であると考えられる。 

ただし、小児における急性腹症等、緊急性が高い場合は、まずは

緊急性の観点から急性腹症に対応できる医療機関で対応すべきで

あること等について、関係者間で認識を共有し、分類基準を策定す

ることが適当である。 

 

   ③ その他、地域において医療資源の確保が困難なもの等を勘案し、以

下のような症状を分類基準として設定することが考えられる。 

    ・ 開放骨折 

    ・ 四肢断裂 

    ・ 眼疾患 

    ・ 鼻出血 

    等 

 

（３）特殊性 

搬送に時間を要している等、特殊な対応が必要なもの。    

 

平成２０年に東京消防庁管内の搬送事案について行った調査におい

て、搬送先の選定が困難になるものとして、傷病者背景に 

 ・ 急性アルコール中毒 

   ・ 精神疾患 

   ・ 透析 

・ 未受診の妊婦 

等があるものが多くなっており、また、医療機関が受入困難理由として

明確に回答した傷病者背景としても急性アルコール中毒や精神疾患な

どが多くなっている。 

各地域における傷病者の搬送及び受入れに関する調査・分析の結果、

医療機関の選定に時間を要する等の理由により、特殊な対応が必要なも

のがある場合に、分類基準を策定することが考えられる。 
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※ 救急隊が伝達した傷病者背景に対し、医療機関が受入困難理由と して明確に回答した件数を計上（４５７件）しており、
１事案において複数の医療機関が傷病者背景を受入困難理由として明確に回答した場合は、延べ数として集計している。
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救急隊からの情報に対して医療機関から

受入困難理由として明確な回答があった内容

妊婦

背
景
と
し
て
精
神
疾
患
有
り

※１人の傷病者で複数の背景がある場合は、それぞれの背景に計上

傷病者背景がある場合において医療機関に受入れの照会を行った回数ごとの件数

１回 ２～３回 ４～５回 ６～１０回 １１回以上 計 ４回以上 ６回以上 １１回以上 最大回数

件数（ａ） 6,628 2,003 488 231 60 9,410 779 291 60
割合 70.4% 21.3% 5.2% 2.5% 0.6% 100% 8.3% 3.1% 0.6%

件数（ｂ） 225 202 94 86 40 647 220 126 40
割合 34.8% 31.2% 14.5% 13.3% 6.2% 100% 34.0% 19.5% 6.2%
ｂ／ａ 3.4% 10.1% 19.3% 37.2% 66.7%
件数 2 3 1 2 8 3 3 2
割合 25.0% 37.5% 12.5% 25.0% 100% 37.5% 37.5% 25.0%
件数 3 5 2 2 2 14 6 4 2
割合 21.4% 35.7% 14.3% 14.3% 14.3% 100% 42.9% 28.6% 14.3%
件数 52 47 29 18 9 155 56 27 9
割合 33.5% 30.3% 18.7% 11.6% 5.8% 100% 36.1% 17.4% 5.8%
件数 39 55 26 25 7 152 58 32 7
割合 25.7% 36.2% 17.1% 16.4% 4.6% 100% 38.2% 21.1% 4.6%
件数 6 9 6 7 2 30 15 9 2
割合 20.0% 30.0% 20.0% 23.3% 6.7% 100% 50.0% 30.0% 6.7%
件数 4 3 7
割合 57.1% 42.9% 100%
件数
割合
件数 1 1 1 1 4 2 2 1
割合 25.0% 25.0% 25.0% 25.0% 100% 50.0% 50.0% 25.0%
件数 8 3 3 4 18 7 4
割合 44.4% 16.7% 16.7% 22.2% 100% 38.9% 22.2%
件数 32 21 6 2 4 65 12 6 4
割合 49.2% 32.3% 9.2% 3.1% 6.2% 100% 18.5% 9.2% 6.2%
件数 35 12 5 4 5 61 14 9 5
割合 57.4% 19.7% 8.2% 6.6% 8.2% 100% 23.0% 14.8% 8.2%
件数 2 7 1 5 3 18 9 8 3
割合 11.1% 38.9% 5.6% 27.8% 16.7% 100% 50.0% 44.4% 16.7%
件数 7 6 1 14 1
割合 50.0% 42.9% 7.1% 100% 7.1%
件数 10 5 5 3 23 8 3
割合 43.5% 21.7% 21.7% 13.0% 100% 34.8% 13.0%
件数 1 2 2 3 1 9 6 4 1
割合 11.1% 22.2% 22.2% 33.3% 11.1% 100% 66.7% 44.4% 11.1%
件数 23 23 8 11 4 69 23 15 4
割合 33.3% 33.3% 11.6% 15.9% 5.8% 100% 33.3% 21.7% 5.8%
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急性アルコール中毒

薬物中毒
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全数

17

ほとんど未受診

全く未受診

透析

認知症

要介護者

傷病者背景

結核

感染症（結核除く）

精神疾患

吐血

開放骨折

複数科目

妊婦

定期健診

東京消防庁管内の救急搬送における医療機関の受入状況等詳細調査 

（平成２０年１２月１６日～２２日）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２０年度救急業務高度化推進検討会報告書（平成２１年３月・総務省消防庁） 

http://www.fdma.go.jp/neuter/topics/houdou/2105/210518-1houdou/02_honbun1.pdf
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参考（症状・病態等によって重症度・緊急度「高」となるもの） 

 

分類基準を策定するに当たり、症状・病態等によって重症度・緊急度「高」

となる分類を設ける場合の例について以下に示す。 

例示した事項はあくまで各地域で分類基準を策定する際の参考例となる

ものである。したがって、どの事項を採用するかは地域の実情に応じて決定

されるべきものであり、全ての事項について分類基準を策定しなければなら

ないというものではない。 

参考文献として、平成１６年３月に「救急搬送における重症度・緊急度判

断基準作成委員会報告書」（（財）救急振興財団 委員長：島崎修次杏林大学

教授）が報告されている。（http://www.fasd.or.jp/tyousa/hanso01.pdf） 

 

①  脳卒中疑い  

・ 脳卒中については、治療が開始されるまでの時間が、予後に大きく

影響を及ぼすため分類することが考えられる。 

・ さらに、脳梗塞について、迅速に治療を開始するために、医療資源

の状況に応じてｔ－ＰＡ適応疑い を分類することも考えられる。 

 

②  心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  

・ 心筋の虚血があった場合には、再灌流療法を始めとした治療が開始

されるまでの時間が、予後に大きく影響を及ぼすため分類することが

考えられる。 

・ 特徴的な胸痛はないが、心電図所見や不快感等その他の症状により

心筋梗塞（急性冠症候群）が疑われる場合があることから、 重症度・

緊急度が高い胸痛 に含めることは適当ではないとの考え方もある。 

 

③  重症度・緊急度が高い胸痛  

・ 心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う主な症状の一つとして胸痛がある

が、必ずしも心筋梗塞（急性冠症候群）を疑う典型的な所見がない胸
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痛もあり、その中には大動脈解離等、緊急性の高い傷病が含まれるた

め分類することが考えられる。 

・ 胸痛と共に強烈な痛み、背部の激痛がある場合等が考えられる。 

 

④  重症度・緊急度が高い外傷   

・ 高エネルギー外傷等、受傷機転（車が高度に損傷、車から放出され

ている場合等）から重症化を予測し、適切な医療を提供する必要があ

るため分類することが考えられる。 

 

⑤  重症度・緊急度が高い熱傷   

・ 熱傷の重症度判定基準（Ａｒｔｚの分類）等による、重症度が高い

傷病者については特に、適切な医療を提供する必要があるため分類す

ることが考えられる。 

・ 以下の場合等が考えられる。 

・ Ⅱ度 30%以上 

・ Ⅲ度 10%以上、もしくは顔面･手足･陰部のⅢ度熱傷 

・ 気道熱傷、広範囲の軟部組織の外傷、骨折の合併 

・ 化学熱傷、電撃傷  

 

⑥  重症度・緊急度が高い中毒   

・ 発生状況から明らかに誤飲・誤食等が疑われる場合だけでなく、原

因がよく分からない意識障害の場合等、急性中毒を疑って、適切な医

療を提供する必要があるため分類することが考えられる。 

・ 毒物、医薬品、農薬、麻薬等を摂取した疑いがある場合、何を飲ん

だか不明である場合、集団で発生している場合等が考えられる。 

 

⑦  痙攣  

⑧  喘息  

・ 重積発作がある場合等、傷病者の生命の危機に関連する可能性があ



15 

 

るため分類することが考えられる。 

・ 意識障害や呼吸困難の分類基準を策定し、その中で対応するという

考え方もある。ただし、意識障害や呼吸困難について分類基準を策定

し、広く特定の医療機関で受け入れるという考え方がある一方で、意

識障害や呼吸困難については、様々な要因により起こる症状であるこ

とから、特に、他の症状等とあわせて総合的に判断すべきであり、 脳

卒中疑い や 心筋梗塞（急性冠症候群）疑い 等、その他の分類基準

の中で対応すべきとの考え方もある。 

 

⑨  消化管出血   

・ 消化管出血（吐血・下血と血便）については、急変する場合も念

頭に、緊急内視鏡検査の対応が必要となる場合があるため分類す

ることが考えられる。 

・ 大量の出血、肝硬変の既往がある場合等が考えられる。 

    

⑩  重症度・緊急度が高い腹痛（急性腹症）  

・ 緊急手術が必要となる可能性があるため分類することが考えられ

る。 

・ 腹壁緊張がある場合等が考えられる。 

   

  

  



16 

 

外傷 熱傷 中毒
意識
障害

胸痛
呼吸
困難

消化管
出血

腹痛 周産期 乳幼児

生理学
的評価

意 識： ＪＣＳ１００以上
呼 吸： １０回/分未満又は３０回/分以上、 呼吸音の左右差、 異常呼吸
脈 拍： １２０回/分以上又は５０回/分未満
血 圧： 収縮期血圧９０mmHg未満又は２００mmHg以上
ＳｐＯ２： ９０％未満、
その他：ショック症状 等
※上記のいずれかが認められる場合

意識、呼吸、
脈拍、血圧、
SpO2等につ

いて新生児、
乳児、幼児に
分けて基準
を設定

症状等 －

・気道熱傷

・他の外傷合
併の熱傷
・化学熱傷
・電撃傷

等

・毒物摂取
・農薬等
・有毒ガス
・覚醒剤、

麻薬
等

・進行性の
意識障害
・重積痙攣
・頭痛、嘔吐

等

・チアノーゼ
・20分以上

の胸部痛、
絞扼痛
・血圧左右差

等

・チアノーゼ
・起坐呼吸
・著明な喘鳴
・努力呼吸
・喀血

等

・肝硬変
・高度脱水
・腹壁緊張
・高度貧血
・頻回の嘔吐

等

・腹壁緊張
・高度脱水
・ 吐血、下血
・高度貧血

・妊娠の可能
性 等

・大量の性器
出血
・腹部激痛
・呼吸困難
・チアノーゼ
・痙攣 等

・出血傾向
・脱水症状
・重度の黄疸
・痙攣持続

・ぐったり・う
つろ 等

解剖学
的評価

・顔面骨折
・胸郭の動揺
・穿通性外傷
・四肢切断 等

－ － － － － － － － －

受傷
機転

・車外へ放出
・車の横転
・高所墜落

・機械器具によ
る巻き込み 等

－ － － － － － － － －

※ 救急隊員が活用しやすいよう、心疾患や脳血管障害等の疾患別ではなく、症状を中心に１０種類の重症度・
緊急度判断基準を作成。

報告書を基に消防庁で作成した概要

救急搬送における重症度・緊急度判断基準作成委員会報告書  

（平成１６年３月（財）救急振興財団 委員長：島崎修次杏林大学教授）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【傷病別のプロトコール】
・ 重症度・緊急度判断基準

意識 ：JCS100以上
呼吸 ：10回／分未満または30回／分以上

：呼吸音の左右差
：異常呼吸

脈拍 ：120回／分以上または50回／分未満
血圧 ：収縮期＜90mmHgまたは収縮期＞200mmHg
SpO2 ：90%未満

その他 ：ショック症状 ※いずれかが認められる場合

YES NO

重症以上と判断

・チアノーゼ
・心電図上の不整脈（多源性／多発性／連発／PVC、RonT、心室性頻拍等）
・20分以上の胸部痛、絞扼痛 ・背部の激痛
・心電図上のST-Tの変化 ・血圧の左右差

NO

重症以上と判断 中等症以下と判断

例： 胸痛 第１段階

第２段階

生理学的評価

症状等

・重症以上と判断した場合の医療機関選定は、救命救急センター等の三次救急医療機関、あるいはこれに準ずる二次救急医療
機関及び地域の基幹病院とすること。

YES
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３ 地域の取組について 

大阪府堺市域二次医療圏においては、救急隊員が現場で使いやすい大く

くりの分類とする観点から、急病の場合として、生理学的評価、主訴・症

候・症状（循環器疾患、脳血管障害、消化管出血内科、急性腹症からなる）

を考慮した分類、外傷・熱傷の場合について、生理学的評価、受傷機転等

を考慮した分類としている。 
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 取組例１  大阪府堺市域二次医療圏 

 

 

 

  



19 
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傷病者の状況 医療機関のリスト

緊
急
性

重篤（バイタルサイン等による） Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター

重
症
度
・緊
急
度
【高
】

脳卒中
疑い

t‐PA適応疑い Ｂ救命救急センター、Ｄ病院

その他 Ｃ病院、Ｅ病院

心筋梗塞（急性冠症候群）疑い Ａ救命救急センター、Ｅ病院

胸痛 Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター、Ｄ病院

外傷
多発外傷 Ａ救命救急センター、Ｂ救命救急センター

その他 Ｃ病院

・・・ ・・・

専
門
性

妊産婦 Ｂ救命救急センター、Ｆ病院、Ｇ病院

小児 Ｂ救命救急センター、Ｊ病院、Ｋ病院

開放骨折 Ｂ救命救急センター、Ｈ病院

・・・ ・・・

特
殊
性

急性アルコール中毒 Ｃ病院、Ｄ病院、Ｅ病院

・・・ ・・・

    

 

 

 

 第２号の基準（医療機関リスト）は、分類基準に基づき分類された医療機関

の区分ごとに当該区分に該当する医療機関の名称を具体的に記載するもので

ある。 

 表示の仕方は任意であるが一般に理解しやすい表示方法の例を以下に示す。 

 都道府県全体を一つの区域として医療機関の名称を記載する方法の他、医療

を提供する体制の状況を考慮して、都道府県の区域を分けて定める区域ごとに

医療機関の名称を記載する方法も考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 上記の基準は例示であり、分類基準をどう策定するかは地域の実情に応じて決

定されるものである。  

  

第２号（医療機関リスト） 

分類基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する

医療機関の名称  
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Ａ病院

Ｂ病院

Ｃ病院

Ｄ病院

○○区×－△

○×－△

○×－△

○○区×－△

○○区×－△

○○区×－△

 取組例２  東京都 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京都福祉保険局ホームページ 
http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/iryo/iryo_hoken/nousottyuutorikumi/nousottyuukyuuseikiiryoukikan/index.html 

 



22 

 

 

 

第３号の基準（観察基準）は、救急隊が傷病者の症状等（状況）を観察（確

認）するためのものである。この基準は、特に、受入医療機関を選定するため

に、傷病者の状況が、第１号の分類基準のどの分類に該当するか判断するため

の材料を、正確に得るためのものである。 

例えば、脳卒中疑いについては、一般に救急車を呼ぶべき場合と啓発されて

いるレベルの内容から、シンシナティ病院前脳卒中スケール、さらには倉敷プ

レホスピタル脳卒中スケールといった観察基準が考えられる。なお、ｔ－ＰＡ

療法の適応がある傷病者について広くとらえる場合には、シンシナティ病院前

脳卒中スケールが用いられることが一般的であり、さらに重症度等まで判断し、

より絞り込む場合に、倉敷プレホスピタル脳卒中スケールが有効であるとされ

ている。 

これらのうちどの観察基準を用いるかは、第１号の分類基準の内容に対応し

て決まってくる。 

ｔ－ＰＡ療法を活用する場合、 

① 脳卒中が疑わしいものを全てｔ－ＰＡ実施可能な医療機関に集める 

② 脳卒中が疑われる中でも特にｔ－ＰＡ適応の疑いがあるものを救急

隊が絞り込んでｔ－ＰＡ実施可能な医療機関に搬送する 

等、種々の対応方策が考えられるが、そもそも、地域の医療資源等の実情を踏

まえ、ｔ－ＰＡ療法の対応体制を確保できるか否かを含めて、どういった対応

方策で傷病者の搬送及び受入れを実施していくことが適切か、その対応方策に

ついて協議した上で、観察基準が決定されることとなる。 

心筋梗塞（急性冠症候群）疑いについても同様であり、心筋梗塞（急性冠症

候群）が疑われる症状等は、以下のとおり種々あるが、 

  

第３号（観察基準） 

消防機関が傷病者の状況を確認するための基準 
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  心筋梗塞（急性冠症候群）疑い  

・ ２０分以上の胸部痛、絞扼痛 

・ 心電図上のＳＴ-Ｔ変化、持続性の心室頻拍 等 

  ・ 放散痛（肩、腕、頚部、背中 等） 

  ・ 随伴症状（チアノーゼ、冷感、嘔気・嘔吐、呼吸困難 等） 

  ・ 既往歴（狭心症（ニトロ製剤服用）、心筋梗塞、糖尿病、高血圧 等） 

等 

 

例えば大阪府堺市域二次医療圏の場合では、循環器疾患という形でまとめ、

まずは「４０歳以上」を前提とし「２０分以上の持続する胸痛」、「肩、下顎

（歯）、上腹部、背部の激痛」、「心臓病＋胸部不快感」、「心電図モニターで

のＳＴ上昇」を基準として採用し、メディカルコントロール協議会が示す別

の基準を付け加えるという形で整理を行っている（取組例１Ｐ１８参照）。 

 

傷病者の観察は、観察基準に定めされているものだけ行えばいいというも

のではなく、観察基準に基づく観察のほか、傷病者の状況に関する総合的な

観察が必要である。 

 

また、救急業務に関しては、活動要領等を策定し一定の基準に基づき実施

している消防本部もあるが、傷病者の搬送及び受入れに関する実施基準を機

能させるために、協議会での検討結果を踏まえて、こうした活動要領等につ

いて適宜見直し、整合性を図っていくことが重要である。 

 

なお、観察の実効性を高める工夫として、特に重要な事項等について、観

察カードの策定や活動記録票等により、関係者間で共通認識を図ることが有

効である（取組例３Ｐ２６参照）。 
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シンシナティ病院前脳卒中スケール（CPSS）

脳卒中病院前救護ガイドライン（脳卒中病院前救護ガイドライン検討委員会
（日本臨床救急医学会・日本救急医学会・日本神経救急学会））

観察基準の例 

 

  脳卒中疑い  

・ 突然に以下いずれかの症状が発症した場合等 

   

 

 

 

 

 

 

社団法人日本脳卒中協会  

 

・ シンシナティ病院前脳卒中スケール 

（ＣＰＳＳ： Cincinnati Prehospital Stroke Scale） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

・ 片方の手足・顔半分の麻痺・しびれ（手足のみ、顔のみの場合あり） 

・ ロレツが回らない、言葉が出ない、他人の言うことが理解できない  

・ 力はあるのに、立てない、歩けない、フラフラする 

・ 片方の目が見えない、物が二つに見える、視野の半分が欠ける 

・ 経験したことのない激しい頭痛 
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・ 倉敷プレホスピタル脳卒中スケール 

（ＫＰＳＳ：Kurashiki Prehospital Stroke Scale） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Kimura K, et al. Cerebrovasc Dis25:189-191, 2008 

脳卒中病院前救護ガイドライン（脳卒中病院前救護ガイドライン  

検討委員会（日本臨床救急医学会・日本救急医学会・日本神経救急学会）） 
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 取組例３  東京消防庁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局注： 赤枠は、枠が二重になっている部分及び受傷機転（重症）部分 

緑色は、    の部分  
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第４号の基準（選定基準）は、救急隊が、傷病者の観察に基づき医療機関リ

ストの中から搬送すべき医療機関を選定するための基準である。 

搬送先の選定は、傷病者の観察の結果、当該傷病者に適した区分に属する医

療機関の中から最も搬送時間が短いものを選定することが基本となるが、輪番

制を採用している地域においては当番となっている医療機関の中から選定す

ること、救急医療情報システム等を用いて受入可能な医療機関の中から選定す

ること、また、かかりつけ医療機関がある場合には、状況に応じてそれを考慮

して選定することが必要であり、これらのうちあらかじめルール化できるもの

を基準として定めておくことが考えられる。 

この他、緊急的に輸液等の一次処置が必要な場合において、当該処置が可能

な最も近い医療機関を一時的に選定することをルール化すること等も考えら

れる。 

  

第４号（選定基準）  

消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基

準 
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第５号の基準（伝達基準）は、救急隊が、搬送先として選定した医療機関に

対して、傷病者の状況を伝達するための基準を定めるものである。 

救急隊から医療機関への傷病者情報の伝達は、基本的に音声によって短時間

で行われるため、正確な伝達を行うことは困難であり、傷病者の症状等につい

て、できるだけわかりやすい言葉で齟齬が生じることのないよう、また、齟齬

が生じた場合は適切に修正できるよう、共通認識を有しておくことが必要であ

る。 

例えば、分類基準で定める症状や選定の根拠となる症状等、搬送先医療機関

を選定する判断材料となった事項を優先してわかりやすい言葉で伝達するよ

うルール化することが考えられる。 

なお、傷病者の伝達は、伝達基準に定められたものだけ伝達すればいいとい

うものではなく、基本的に総合的に系統だった伝達が必要である。 

 伝達を円滑に実施するために、消防機関側は、救急医療に関する知識を持ち

合わせている救急救命士や救急科課程（救急Ⅱ課程含む。）修了者が情報伝達

にあたり、医療機関側は、医師等の受入れの判断を行える者が直接応対するこ

とが重要である。なお、このことについては、第６号の受入医療機関確保基準

の「その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項」として定める

ことも可能である。 
 

【伝達基準（基本的な例）】 
・ 年齢、性別 
・ 現病歴、受傷機転（どのような事故で受傷したか等） 
・ 主訴 
・ 観察結果（バイタルサイン等） 
・ 既往歴 

  ・ 応急処置内容 
※ 上記の内容全てを網羅しなければならないものではなく、 

傷病者の状況に応じて特に伝達すべき事項を設定。  

第５号（伝達基準） 

消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況

を伝達するための基準  
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第６号（受入医療機関確保基準）  

傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合意を形成する

ための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項

 

 

 

 

 

第６号の基準（受入医療機関確保基準）は、傷病者の受入れに関する消防機

関と医療機関との間の合意を形成するための基準及びその他傷病者の受入れ

を行う医療機関の確保に資する事項について基準を策定するものである。 

 

（１）傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合意を形成するた

めの基準 

 

   第５号までの基準に従って、傷病者の搬送及び受入れの実施を試みても

なお、傷病者の受入れに時間がかかるケースが発生することが考えられる。

そのような場合に傷病者を速やかに受入れるため、消防機関と医療機関の

間で合意を形成する等のルールを設定しておく必要がある。 

 

   ① 搬送先医療機関が速やかに決定しない場合の設定 

・ 当該ルールを適用すべき場合について、照会回数＿回以上、現場

滞在時間（or 医療機関の選定に要している時間）＿分以上等を設定 

 

   ② 受入医療機関を確保する方法の設定例（次頁参照） 

・ コーディネーターによる調整 

    ・ 基幹病院による調整 

・ 一時受入れ・転院 

    ・ 機能別に最終的な受入医療機関をあらかじめ設定 
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受入医療機関が速やかに決定しない場合

受入れ不可

受入れ不可

受入れ不可

コーディネーターによる調整

コーディネーター選定の依頼

回答

（例）

一時受入れ・転院

搬送

コーディネーターが
受入医療機関の調
整を行い、その調整
結果に基づき受入れ
を実施

基幹病院による調整

地域の基幹病院が、
地域内で患者受入調
整を行うとともに、自
院での受入れにも努
める

一時受入病院が、応
急的な処置を行い、
その後の治療は必
要に応じて転院先医
療機関で実施 応急的な処置

その後の治療

転院

調整

調整
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入

れ

（
調

整
対

象
）

原
則

と
し

て
中

等
症

以
下

で
あ

り
、

救
急

隊
長

に
よ

る
医

療
機

関
選

定
で

、
５

か
所

の
医

療
機

関
に

受
入

要
請

を
行

っ
た

に
も

か
か

わ
ら

ず

搬
送

先
医

療
機

関
が

決
定

し
な

い
場

合
は

、
東

京
ル

ー
ル

に
て

地
域

救
急

医
療

セ
ン

タ
ー

に
調

整
依

頼
を

し
ま

す
。

Ａ
病

院

併
行

選
定

現
場

②

調
整

依
頼

現 場 報 告②
´

情
報

提
供

⑥ 搬 送 先 決 定

②
´

併
行

選
定

時
間

管
理

を
行

う
。

救
急

隊
、

警
防

本
部

と
連

絡

病
院

（
医

療
圏

）
が

重
複

し
な

い
よ

う
に

調
整

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

⑤

調
整

時
間

の
目

安

（
概

ね
2
0
分

）

調 整 経 過

確 認 等

搬 送 先 決 定

警
防

本
部

（
救

急
管

制
員

）

地
域

救
急

医
療

セ
ン

タ
ー

地
域

内
調

整

受
入

可
能

Ｇ
病

院

※
地

域
救

急
医

療
セ

ン
タ

ー
が

自
ら

受
入

れ
る

こ
と

も
あ

る
。

二
次

医
療

圏

①

Ｂ
病

院
収

容
依

頼

Ｄ
病

院

Ｃ
病

院

E
病

院

③ ④

○

⑤
-
2

④
-
1

②
-
1 受
入

可
能

③
‐
1

地
域

を
越

え
た

調
整

Ｈ
病

院

Ｋ
病

院

Ｉ
病

院

Ｊ
病

院

地
域

救
急

医
療

セ
ン

タ
ー

地
域

救
急

医
療

セ
ン

タ
ー

④
-
2

③
-
2

②
-
2

⑤
-
1

他
の

二
次

医
療

圏

他
の

二
次

医
療

圏

①

※
地

域
救

急
医

療
セ

ン
タ

ー
が

自
ら

受
入

れ
る

こ
と

も
あ

る
。

収 容

②
‐
Ⅰ

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

地
域

救
急

医
療

セ
ン
タ

ー

地
域

内
調

整
不

能
の

た
め

一
時

受
入

警
防

本
部

（
救

急
管

制
員

）

選 定 協 力 依 頼
⑧

搬
送

先
決

定

⑨

一
時

受
入

医
療

機
関

併 行 選 定

必
要

に
よ

り

自
ら

が
選

定

⑥

転 送 （ 転 院 搬 送 ）

転
送

依
頼

②
‐
Ⅱ

◆
救

急
患

者
を

迅
速

に
医

療
の

管
理

下
に

置
く
た

め
、

地
域

の
救

急
医

療
機

関
が

相
互

に
協

力
・
連

携
し

て
救

急
患

者
を

受
け

入
れ

る
。

ル
ー

ル
Ⅱ

「
ト

リ
ア

ー
ジ

」
の

実
施

◆
緊

急
性

の
高

い
患

者
の

生
命

を
守

る
た

め
、

救
急

医
療

の
要

否
や

診
療

の
順

番
を

判
断

す
る

「
ト

リ
ア

ー
ジ

」
を

、
救

急
の

様
々

な
場

面
で

実
施

す
る

。

ル
ー

ル
Ⅲ

都
民

の
理

解
と

参
画

◆
都

民
は

、
自

ら
の

セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト

で
あ

る
救

急
医

療
が

重
要

な
社

会
資

源
で

あ
る

こ
と

を
認

識
し

、
救

急
医

療
を

守
る

た
め

、
適

切
な

利
用

を
心

が
け

る
。

救
急

医
療

の
東

京
ル

ー
ル

Ｆ
病

院

 取組例 4  東京都 
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日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

Ａ病院 ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ ×

Ｂ病院

Ｃ病院

Ｄ病院

Ｅ病院

Ｆ病院

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

日
勤

夜
勤

Ａ病院 × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○ × ○

Ｂ病院

Ｃ病院

Ｄ病院

Ｅ病院

Ｆ病院

Ｇ病院

Ｈ病院

Ｉ病院

Ｊ病院

※島しょを除く二次保健医療圏別ごとに、圏域別事務局病院等にて関係各医療機関の情報を集約し作成
※都で１２圏域分を集約し、東京消防庁等と東京都脳卒中急性期医療機関（圏域別事務局病院等経由）に通知

  以下、同様に、日勤帯・夜勤帯において、患者の受入が可能か○×で表記

（日）（木） （金） （土）（日） （月） （火） （水） （月） （火） （水）
９日 １０日

医療機関名

１日 ２日 ３日
（水） （木） （金） （土）

４日 ５日 ６日 ７日 ８日 １１日 １２日 １３日 １４日 １５日

（月） （火） （水）（木） （金） （土） （日）（日） （月） （火） （水）
５日 ６日 ７日 ８日 １５日９日 １０日 １１日 １２日 １３日 １４日

  以下、同様に、日勤帯・夜勤帯において、患者の受入が可能か○×で表記

医療機関名

２日 ３日 ４日
（木） （金） （土）

１日
（水）

（例）平成２１年○月

Ｂ．t-PA以外の治療が可能な時間帯

Ａ．t-PAを含む治療が可能な時間帯 ※○月１日現在の情報であり、最新の情報が反映されていない場合があります。

東 京 都 脳 卒 中 急 性 期 医 療 機 関 カ レ ン ダ ー

（ 二 次 保 健 医 療 圏 別 ）

※○月１日現在の情報であり、最新の情報が反映されていない場合があります。

（２）その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 

 

① 受入医療機関に関する輪番制等の運用に関する基準 

  受入医療機関を、輪番制を組むことで確保する方法がある。医療機関

として、体制を継続的に強化することは困難でも、週に数回であれば可

能等、それぞれの医療機関の対応能力を考慮し、地域全体として医療機

能の確保を行うものである。救急全般に対応する輪番や、ｔ－ＰＡ療法

など、特定の医療機能を継続的に維持するための輪番があるが、これら

について基準を定めることが考えられる。 

 

  ※ 参考：地域によっては、事前に医療資源の調整を行うため、分類基

準による特定の分類に対し、医療機関リストで名前があがっている医

療機関について、あらかじめ医療機関を調整・確保している。 

 

 取組例５  東京都 
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② 医療機関の受入可否情報の提供に関する事項 

 

救急医療情報システムにおける更新頻度・時期について、定時に１

日２回、当直体制の変更時、手術室がふさがる等の受入れに重大な影

響を及ぼす事態が生じた時に随時等として、定めることが考えられる。 

また、傷病者の搬送及び受入れの実施基準を機能させるべく、表示

項目を傷病者の症状等に応じたものにすることが考えられる。 
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 第７号は、第６号までの基準以外に傷病者の搬送及び受入れの実施に関して、

都道府県が必要と認める事項について策定するものである。 

 以下に例を示す。 

 

①  搬送手段の選択に関する基準 

消防防災ヘリやドクターヘリを活用する場合には、基本的に消防機関が

要請を行うこととなり、ヘリコプターを効果的に活用するためには、適切

なヘリ要請が必要となる。そのため、救急車を活用した場合と、ヘリコプ

ター等を活用した場合において、どちらが傷病者の生命や予後の観点から

適当か等、当該地域においてあらかじめ検討した上で、一定の要請基準を

設定することが考えられる。 

 

②  災害時における搬送及び受入れの基準  

 災害時、特に多数発生した傷病者に対し、消防機関と医療機関がどのよ

うに連携を図るかについて、傷病者の搬送及び受入れの観点から、実施基

準としてあらかじめ策定しておくことが考えられる。  

第７号（その他基準） 

傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県が必要と認め

る事項 
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○ 消防機関（救急隊）        ○ 医療機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ※【番号】は、各基準を定めている消防法第３５条の５第２項の各号を示す。 

 

 
【１】第１号（分類基準） 

傷病者の状況に応じた分類の策定 
 

【２】第２号（医療機関リスト） 
分類に応じ医療機関の名称を具体的に記載 

 
【３】第３号（観察基準） 

傷病者の状況の観察の基準 
 
【４】第４号（選定基準） 

医療機関の選定の基準 
 
【５】第５号（伝達基準） 

観察に基づいた傷病者の状況の伝達の基準 
 
【６】第６号（受入医療機関確保基準） 

医療機関の選定が困難な場合の対応 
その他医療機関を確保するための基準 

 
【７】第７号（その他基準） 

その他必要な基準 

  

確認（観察） 選定 
医療機関 

リスト 

分類区分の 

設定 

伝達 

（受入照会）

受入可否 

回答等 

【３】 【４】 【２】 【１】、【２】

【５】 

受入医療機関が速やかに

決定しない場合の対応 

【６】 

その他 

【６】、【７】

実施基準概念図 
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３ 協議会について 
 

 消防法が都道府県に設置を義務づける協議会は、傷病者の搬送及び受入れ

の実施基準を策定又は変更するに当たっての協議や、実施基準に基づく傷病

者の搬送及び受入れの実施に係る連絡調整を行うためのものであり、消防機

関及び医療機関をはじめ、関係者が広く参画するものでなくてはならない。 

 

協議会の構成メンバーについてそのー例を以下に示す。 

  ① 消防機関の職員 

    ・ 代表消防本部    

    ・ 政令市等大規模消防本部   

    ・ 中～小規模消防本部 

等  

 

② 医療機関の管理者又はその指定する医師 

    ・ 救命救急センター、地域中核病院  

    ・ 二次救急医療機関       

    ・ 小児科、産婦人科、精神科等の特に特定の医療機能を有する医療

機関 

等 

 

   ③ 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者 

 

   ④ 都道府県の職員  

    ・ 消防防災部局の職員    

    ・ 衛生主管部局の職員    

 

   ⑤ 学識経験者その他の都道府県が必要と認める者 
                     

   消防機関と医療機関等の間の意見調整や傷病者の搬送及び受入れに関す

る合意の形成を行うことから、こうした関係機関における一定の責任を有す
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る者が協議会の構成員となることが望ましいと考えられる。しかし、同時に、

実施基準を現場の実情に即したものとするため、現場の意見を反映させるこ

とも不可欠である。そのための対応として、協議会の構成メンバーに現場の

消防職員や救急医療に携わる医師を加えることや、意見を聴取する場を設け

ること等も考えられる。 

 

   なお、協議会は、救急救命処置を含む応急処置と搬送を一連のものとして

協議していくため、既存のメディカルコントロール協議会を活用することが

有効であると考えられる。 
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４ 傷病者の搬送及び受入れに関する調査・分析について 

 

  地域の実情に即して実施基準を策定し、適切に見直しを行っていくため、

救急搬送及び受入れの実施基準について、調査・分析を行うことは極めて重

要であり、協議会の役割として位置づけられている（消防法第３５条の８第

１項「実施基準に基づく傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に係る連絡

調整」）ところである。 

まず、救急搬送における症状等ごとの受入医療機関の照会回数や搬送時間

などを調査・分析し、分類基準を定めるべき症状等を把握する必要がある。 

また、単に搬送時における照会回数等だけでなく、傷病者の状況等に応じ

て、救急隊の観察、病院選定や処置が適切であったか等について、実施基準

にフィードバックすることで、傷病者のためにより適切な搬送及び受入れを

実現していくことが重要である。 

このためには、消防機関が有する搬送に関する情報と、医療機関が有する

救急搬送後の傷病者の転帰情報等をあわせて総合的に調査・分析を実施する

必要がある。 

実施基準を、有効なものとして継続するためには、少なくとも年に１回は

調査・分析を行い、状況に応じて必要な見直しを行うことが求められる。 
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（１）地域の取組について 

① 長崎救急医療白書 

   ・ 地域における患者の発生状況、治療・転帰の状況を明らかにするた

めに救急現場から医療機関へ正確な情報を伝え（プレホスピタルレコ

ード）、治療結果をフィードバックしている。 

 

    取組例６   長崎県 

 

  

長崎県版検証票 <長崎地域の場合> A) 救急隊用 B) 検証用
C) 医療機関用 D) 返信用

長崎県
医療政策課

長崎市
地域保健課

長崎市
消防局

③ CPA事例の
場合は、ウツタ
イン様式記載

⑥ 一次及び二
次検証

救急搬送時

① 検証票 A) B) C) D) 初診医
初診医

(収容医療機関)

検証医

⑦ 検証票 B)
ウツタイン様式

⑤ 集計

⑧ 集計

④ 記入済み検証票 D) 回収(1週間後)

② 検証票 A) B)

長崎県メディカルコントロール
長崎地域メデイカルコントロール
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② 大阪府泉州地域の取組 

・ 救急搬送の実態調査により、吐下血・脳卒中等の特定の疾患について

特に搬送先の選定に難渋していることや二次救急告示医療機関に患者

が集中し過度の負担となっていることを把握した。 

・ 実態把握に基づき、内科（内因性疾患）全般及び吐下血・脳卒中につ

いて緊急の対応が必要と判断し、体制を構築した。また、特定の疾患に

ついては従来の固定通年制に加えて当番制の導入が必要との認識に立

ち、各医療機関における提供可能な診療内容について調査を行っている。 

 

  取組例 ７  大阪府泉州地域 

 イ．傷病別救急搬送件数及び入院件数の状況 

   傷病別に搬送件数、入院件数を見ると、表４のとおり、外傷が最も多いが、

それ以外の内因性疾患では、脳卒中が最も多く、肺炎、急性冠症候群、吐下血

の順で、吐下血については搬送件数で１日平均１．３人、要入院件数で１日平

均１人と、件数的にはさほど多くはない。 

 

表４．泉州地域における傷病別救急搬送件数・入院件数（平成１９年）  

傷病名 

搬送件数 要入院件数 

年間ト

ータル 

１日平均件数 
年間ト

ータル

１日平均件数 

年平

均 

最大

月 

最小

月 

年平

均 

最大

月 

最小

月 

脳卒中 

 脳梗塞    

 脳出血 

 くも膜下出血 

1,573 

952 

489 

132 

4.3 

2.6 

1.3 

0.4 

5.4 

3.3 

1.9 

0.5 

3.3 

2.0 

0.8 

0.3 

1,262

734 

398 

126 

3.5 

2.0 

1.1 

0.3 

4.2 

2.5 

1.5 

0.4 

2.5 

1.4 

0.5 

0.3 

急性冠症候群 499 1.4 1.9 1.0 395 1.1 1.6 0.7 

肺炎 1,068 2.9 3.5 1.9 856 2.3 2.8 1.6 

吐下血 470 1.3 2.0 0.9 383 1.0 1.8 0.6 

外傷 12,420 34.0 37.0 28.3 2,190 6.0 6.6 5.3 

全傷病 39,942 109.4 116.5 102.2 12,558 34.4 37.5 30.1 

 
 ウ．救急搬送先選定に難渋する事例の増加 
   表５－１～表５－３は、泉佐野市消防本部における救急搬送例について、救

急搬送先選定に難渋する事例の状況及びその内訳を表わしたものである。 
平成１９年度は１８年度に比べ、覚知から病着に１時間を要した症例数が２

８例から８９例に、搬送依頼５回以上が５０例から１２９例に、搬送依頼１０

回以上が５例から２１例にそれぞれ大幅に増加しており、また現着から病着及

び覚知から病着の平均所要時間も長くなっているなど、この１年間で搬送困難

事例が急激に増加している（表５－１）。  
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 表５－１．救急搬送例 ― 平成１８年と１９年の比較（泉佐野市消防本部） 

 平成１８年 平成１９年 

出動件数 ６３２６件 ６００８件 

搬送症例数 ６０１９例 ５８６２例 

現着から病着平均所要時間 １８．８分 ２０．０分 

覚知から病着平均所要時間 ２２．９分 ２４．３分 

覚知から病着に１時間以上を要した症例数 ２８例 ８９例 

搬送依頼５回以上 ５０例 １２９例 

搬送依頼１０回以上 ５例 ２１例 

 

     搬送に難渋した事例として、平成１９年の「搬送依頼５回以上」１２９例の

内訳を見ると、①吐血・下血２４例（消化管出血４例を合わせると２８例）②

腹痛１７例③急性アルコール中毒、薬物中毒、肺炎・気管支炎、各７例④脳卒

中（脳梗塞）６例の順となっており、診療科別に見ると、消化器科、内科、呼

吸器科、神経内科、循環器科の合計が９７例と内因性疾患によるものが全体の

７５．２％を占めている（表５－２）。 

また「覚知から病着に１時間以上を要した症例数」８９例の内訳は、①外

傷熱傷１４例②吐血・下血１２例③腹痛８例④骨折・脱臼・打撲、脳卒中（脳

梗塞）各４例の順となっている（表５－３）。 

  

  表５－２．病院選定５回以上の事例１２９例の内訳（平成１９年） 

消化器科 ４１例 吐血・下血２４例、腹痛１７例 

内科 ２８例 急性アルコール中毒７例、低血糖発作４例、意識もうろ

う２例、糖尿病１例、肝硬変１例、他１３例 

外科・外因 １７例 薬物中毒７例、消化管出血４例、異物誤嚥２例、他４例 

呼吸器科 １１例 肺炎・気管支炎７例、肺気腫１例、気管支喘息１例、気

胸１例、喀血１例 

神経内科 １１例 脳卒中（脳梗塞）６例、意識障害２例、過換気症候群２

例、めまい１例 

循環器科 ６例 心不全２例、急性心筋梗塞１例、肺高血圧症１例、他２

例 

整形外科 ６例 骨折・脱臼・打撲・捻挫等 

腹部外科 ３例 イレウス、腹膜炎、鼠径ヘルニア 

泌尿器科 ２例 尿管結石、尿閉 

脳外科 ２例 クモ膜下出血、脳出血 

小児科 ２例  

耳鼻咽喉 １例 メニエル病  
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表５－３．覚知から病院収容に１時間以上を要した事例（８９例）の内訳（平成１９年） 

消化器科 ２０例 吐血・下血１２例、腹痛８例 

外科 １７例 外傷熱傷１４例、異物誤嚥他３例 

精神科 １０例  

内科 ９例 癌３例、低血糖発作、脱水、腎不全、肝性脳症等１例 

整形外科 ８例 骨折・脱臼・打撲４例、頸椎捻挫３例、腰痛症１例 

循環器科 ５例 急性心筋梗塞２例、肺高血圧症２例、心不全１例 

眼科 ５例 角膜穿孔、角膜異物、結膜炎、化学眼症、眼瞼結膜熱

傷 

神経内科 ４例 脳卒中（脳梗塞）４例 

呼吸器科 ３例 肺炎、気管支炎、喀血 

耳鼻咽喉 ３例 鼻出血例、耳内異物 

脳外科 ２例 脳挫傷、脳腫瘍 

腹部外科 ２例 イレウス、鼠径ヘルニア 

口腔外科 １例 口腔内刺創 

 

 エ．二次救急対象患者の三次救急告示病院への搬送増加と二次救急告示病院での

搬送受入れ困難理由 

  平成１９年９月から１２月までの４ヶ月間に三次救急告示病院の大阪府立泉

州救命救急センターに搬送された患者について、二次病院選定後に同センターに

搬送された事例の割合と二次病院における受入れ困難理由を把握する目的で救

急隊員に行われた書面調査の結果は、表６のとおりである。 

回答のあった１９６例のうち、二次病院で受入れ困難なため同センターに搬送

されたものが３６．２％の７１例あり、二次適応患者の搬送増加により三次救急

の機能を損ねる危険性がある。 

   また、延べ受入れ困難病院２９０病院（１例当たり平均では４病院）の受入

れ困難理由は①処置中②専門外・処置困難③満床で７５．５％を占め、各医療

機関の不足部分を補完する体制整備と、体制整備による医療資源、空床の有効

利用が必要なことが分かる。  

 

 

泉州地域における救急医療体制について（報告） （平成２１年９月 

泉州保健医療協議会医療部会・救急医療体制検討小委員会）より抜粋 



46 

 

（２）傷病者に関する個人情報の取扱いについて 

協議会の行う調査・分析においては、各消防機関や各医療機関から提供

される傷病者に関する個人情報の取扱いが問題となるが、この点について

は、以下のとおり整理されるものと考えられる。 

 

① 傷病者に関する個人情報の取扱いについては、「事後検証における患

者に関する情報の取扱いについて」（平成１７年３月３１日付け医政指

発第 0331005 号・消防救第９７号）及び「医療機関に搬送した傷病者に

関する情報について」（平成１７年３月３１日付け消防救第９５号）等

において整理されている。これらの通知による整理を踏まえると、協議

会の行う調査・分析における傷病者の個人情報の取扱いについては、以

下のように考えられる。 

 

（情報の収集について） 

・ 調査・分析のために、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法

律第５７号）第２条第３項に規定する「個人情報取扱事業者」に該当

する医療機関が保有する傷病者に関する情報を関係行政機関に提供

する場合は、同法第２３条第１項第３号及び第４号に該当すると考え

られること。 

 

・ 調査・分析のために、行政機関の保有する個人情報の保護に関する

法律（平成１５年法律第５８号）第２条第１項に規定する「行政機関」

に該当する医療機関が保有する傷病者に関する情報を関係行政機関

に提供する場合は、同法第８条第２項第３号に該当すると考えられる

こと。 

 

・ 調査・分析のために、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に

関する法律（平成１５年法律第５９号）第２条第１項に規定する「独

立行政法人等」に該当する医療機関が保有する傷病者に関する情報を
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関係行政機関に提供する場合は、同法第９条第２項第３号に該当する

と考えられること。 

 

（情報の公表について） 

・ 調査・分析において、関係行政機関が、医療機関の保有する傷病者

に関する情報を公表するに当たっては、傷病者を特定できないよう匿

名化する等により、個人情報の保護に関する法律第２条第１項、行政

機関の保有する個人情報の保護に関する法律第２条第２項及び独立

行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律第２条第２項に

規定する「個人情報」に該当しない範囲内の情報にとどめること。 

 

   以上のように医療機関が関係行政機関に対して、傷病者に関する情報を

提供することは、個人情報の第三者提供の例外をなすものと考えられるも

のであり、実施基準の見直し等のために、消防機関と医療機関の情報を連

結させた調査・分析が必要な場合には、個人情報を含む傷病者に関する情

報を取り扱うことが可能である。 

   なお、調査・分析の結果を対外的に公表する場合には、傷病者に関する

個人情報を匿名化するなどの工夫を行うことが必要である。 

  

 

② 氏名、生年月日、住所等を消去することで個人情報を匿名化すること等

については、医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのた

めのガイドライン（厚生労働省・平成１６年１２月２４日（平成１８年４

月２１日改正））のⅡの２．「個人情報の匿名化」等を参考にすること。 

http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/seisaku/kojin/dl/170805-11a.pdf 
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５ 都道府県間の調整について 

 

（１） 傷病者の状況に応じた適切な医療機関を、都道府県単位で確保するこ

とが原則であるが、医療資源の状況等によっては、都道府県を越えて広

域的な対応が必要となることが考えられる。 

    消防法の一部を改正する法律案について、国会で法律案を可決する際

に決議された両院の附帯決議の中でも、救急搬送が広域的に行われてい

る現状にかんがみ、都道府県間の広域的な連携を図るよう指摘されてい

る。 

また、医療計画においても、都道府県は、当該都道府県の境界周辺の

地域における医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関

係都道府県と連絡調整を行うものとされている。 

 

（２） 都道府県を越えた搬送については、隣接都道府県及び隣接都道府県の

医療機関と連携し、以下の方法を実施基準に定めることが考えられる。 

 

・ 医療機関リストに、隣接都道府県の医療機関をリストアップする方法 

 

・ 受入医療機関の選定困難事案発生時等、医療機関を確保できない場合

の対応として、隣接都道府県の医療機関を受入医療機関確保基準におい

て位置づける方法 

 

（３） 都道府県を越えた連携の例 

例えば佐賀県では、救命救急センターへの搬送において、福岡県や長

崎県等と連携し対応を行っている。 

また、複数の都道府県にまたがる形でメディカルコントロール協議会

等を運用している地域もあり、そうした実情を踏まえた上で、都道府県

は都道府県間の調整を行うことが重要である。 
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 取組例８  佐賀県 

 

佐賀県保健医療計画（平成２０年４月）より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.pref.saga.lg.jp/web/hokeniryou.html 
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都道府県間の調整に関する関係法令等 

 

【医療計画】 

 「医療法」（昭和２３年第２０５号）（抄）  

 ○ 第３０条の４第９項  

   都道府県は、医療計画を作成するに当たつて、当該都道府県の境界周辺の地域におけ

る医療の需給の実情に照らし必要があると認めるときは、関係都道府県と連絡調整を行

うものとする。  

 

 「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働省告示）（抄）   

 ○ 救急医療において、高度救命救急センターを医療計画に明示する場合  

  ・ 広域的に対応する隣接都道府県のセンターを医療計画に記載することも可能  

 ○ 周産期医療  

  ・ 周産期医療体制の整備を進める中で、隣接都道府県との連携体制を必要に応じて確

保することや救急医療との連携体制を確保することが重要  

 ○ 救急医療や災害時における医療  

  ・ 患者の緊急度、重症度等に応じた適切な対応が求められるため、救急用自動車はも

とより、ドクターカー、ヘリコプター（ドクターヘリ、消防防災ヘリ等）等の搬送手

段を活用することにより救急医療の確保を図ることが重要  

 

【ドクターヘリ】 

 「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」 （平成１９年法

律第１０３号）（抄）  

 ○ 第５条  (略)  

   ２ 都道府県は、前項の場合において、救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療が、

隣接し又は近接する都道府県にまたがって確保される必要があると認めるときは、

あらかじめ、当該都道府県と連絡調整を行うものとする。  
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６ 開催状況・構成員・開催要綱 
 

 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会の開催状況 

  

■第１回検討事項 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 6 月 29 日（月）13：30～15：30 

・場 所  全国都市会館 地下１階３・４会議室 

 

 

■第２回検討事項 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 10 月 2 日（金）10：00～12：00 

・場 所  三田共用会議所 大会議室 

 

 

■第３回検討事項  

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 10 月 16 日（金）13：00～15：00 

・場 所  都道府県会館 大会議室 
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傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会 構成員 

阿 真 京 子  （知ろう！小児医療 守ろう！子ども達の会代表） 

荒木田 利 信  （金沢市消防局次長兼警防課長事務取扱） 

有 賀   徹   （昭和大学医学部救急医学講座主任教授） 

石 井 正 三  （日本医師会常任理事） 

岩 田  太   （上智大学法学部教授） 

遠 藤 敏 晴  （札幌市消防局警防部長） 

岡 井   崇   （昭和大学医学部産婦人科学教室主任教授） 

川 部 英 則  （香川県防災局長） 

黒 瀬 敏 文  （京都府府民生活部長） 

坂 本 哲 也  （帝京大学医学部救命救急センター教授） 

笹 井 康 典  （大阪府健康医療部長） 

島 崎 修 次  （杏林大学医学部救急医学教授） 

杉 本   壽   （星ヶ丘厚生年金病院長） 

田 上  泉   （さつま町消防本部消防長） 

田 中 里 沙  （宣伝会議編集室長） 

津 田 勝 康  （大阪市消防局救急・情報通信担当部長）  

野 口 英 一  （東京消防庁救急部長） 

前 野 一 雄  （読売新聞東京本社編集委員） 

宮 坂 勝 之  （長野県立こども病院長） 

山 崎  學   （日本精神科病院協会副会長） 

山 本 修 三  （日本病院会長） 

○山 本 保 博  （東京臨海病院長） 

横 田 順一朗  （市立堺病院副院長） 

 

【五十音順・敬称略  ○は検討会座長】 
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傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会作業部会の 

開催状況 

 

■第１回検討事項 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 7 月 30 日（木） 9：30～11：30 

・場 所  銀座会議室 三丁目会議室 2階Ａ会議室 

 

 

■第２回検討事項 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 8 月 25 日（火）14：00～16：00 

・場 所  三番町共用会議所 ２階大会議室 

 

 

■第３回検討事項 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 9 月 11 日（金）15：00～17：00 

・場 所  三田共用会議所 3 階大会議室Ｄ・Ｅ 

 

 

■第４回検討事項 

傷病者の搬送及び受入れの実施基準等について 

・日 時  平成 21 年 9 月 29 日（火）16：00～18：00 

・場 所  銀座会議室 三丁目会議室 2階Ａ会議室 
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傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会 
作業部会構成員 

 

○有 賀   徹   （昭和大学医学部救急医学講座主任教授） 
 

井 上  敏   （京都府府民生活部消防安全課長） 
 

岩 田  太   （上智大学法学部教授） 
 

金 岡 利 明  （金沢市消防局警防課救急救助担当課長） 
 

金 森 佳 津  （大阪府健康医療部保健医療室医療対策課参事） 
 

木 村 清 貴  （香川県防災局危機管理課長） 
 

齊 藤 英 一  （東京消防庁参事） 
 

坂 本 哲 也  （帝京大学医学部救命救急センター教授） 
 

佐 々 木 靖   （札幌市消防局救急課長） 
 

寺 澤 秀 一  （福井大学医学部附属病院総合診療部教授） 
 

森 野 一 真  （山形県立中央病院救命救急センター診療部部長）

 
安 田 和 弘  （巣鴨病院院長） 

 
横 田 順一朗  （市立堺病院副院長） 

 
横 田 裕 行  （日本医科大学大学院教授） 

 
 
【五十音順・敬称略 ○は作業部会座長】  
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傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会開催要綱 

 

 

（開催） 

第１条  総務省消防庁救急企画室及び厚生労働省医政局指導課（以下｢事務局」とい

う。）は、「傷病者の搬送及び受入れの実施基準等に関する検討会」(以下「検

討会」という。）を開催する。 

 

（目的） 

第２条 検討会は、消防法の一部を改正する法律(平成２１年法律第３４号)により

都道府県が傷病者の搬送及び受入れの実施基準を定めるとともに、当該実施基

準に関する協議等を行うための消防機関、医療機関等を構成員とする協議会を

設置することとされたことを踏まえ、当該実施基準及び当該協議会に関する基

本的事項について検討を行うことを目的とする。 

 

（検討会） 

第３条  検討会は、次項に掲げる構成員をもって構成する。 

２ 構成員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者のうちから、

総務省消防庁長官及び厚生労働省医政局長が委嘱する。 

３ 検討会には、座長を置く。座長は、構成員の互選によって選出する。  

４ 座長は検討会を代表し、会務を総括する。 

５ 座長に事故等ある場合は、座長が指定した構成員がその職務を代行する。 

６ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。 

 

（作業部会） 

第４条 座長は、必要に応じ検討会に作業部会を置くことができる。 

２  作業部会の構成員は、関係各行政機関の職員及び救急業務に関し学識のある者

のうちから、座長が指名する。 

 

（構成員の任期） 

第５条  構成員の任期は、平成２２年３月３１日までとするが延長を妨げないもの

とする。  

 

(庶務） 

第６条 検討会に係る庶務は、事務局が行う｡ 

 

（委任） 

第７条  この要綱に定めるもののほか、検討会の運営その他作業部会に関し必要事

項は、座長が定める。 

 

    附則 

  この要綱は、平成２１年５月２５日から施行する。 
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資料編 
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消防法（昭和２３年法律第１８６号）（抄） 
 

第１章  総則 
 

第１条 この法律は、火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災
から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による
傷病者の搬送を適切に行い、もつて安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資するこ
とを目的とする。 

 
第７章の２ 救急業務 
 

第３５条の５ 都道府県は、消防機関による救急業務としての傷病者（第２条第９項に規定
する傷病者をいう。以下この章において同じ。）の搬送（以下この章において「傷病者の搬
送」という。）及び医療機関による当該傷病者の受入れ（以下この章において「傷病者の受
入れ」という。）の迅速かつ適切な実施を図るため、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関する基準（以下この章において「実施基準」という。）を定めなければならない。 

２ 実施基準においては、都道府県の区域又は医療を提供する体制の状況を考慮して都道府
県の区域を分けて定める区域ごとに、次に掲げる事項を定めるものとする。 
一  傷病者の心身等の状況（以下この項において「傷病者の状況」という。）に応じた適
切な医療の提供が行われることを確保するために医療機関を分類する基準 

二 前号に掲げる基準に基づき分類された医療機関の区分及び当該区分に該当する医療機
関の名称 

三 消防機関が傷病者の状況を確認するための基準 
四 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関を選定するための基準 
五 消防機関が傷病者の搬送を行おうとする医療機関に対し傷病者の状況を伝達するため
の基準 

六 前二号に掲げるもののほか、傷病者の受入れに関する消防機関と医療機関との間の合
意を形成するための基準その他傷病者の受入れを行う医療機関の確保に資する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実施に関し都道府県
が必要と認める事項 

３  実施基準は、医学的知見に基づき、かつ、医療法 （昭和２３年法律第２０５号）第３
０条の４第１項 に規定する医療計画との調和が保たれるように定められなければならな
い。 

４ 都道府県は、実施基準を定めるときは、あらかじめ、第３５条の８第１項に規定する協
議会の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、実施基準を定めたときは、遅滞なく、その内容を公表しなければならない。 
６ 前３項の規定は、実施基準の変更について準用する。 
 

第３５条の６ 総務大臣及び厚生労働大臣は、都道府県に対し、実施基準の策定又は変更に
関し、必要な情報の提供、助言その他の援助を行うものとする。 

 

第３５条の７ 消防機関は、傷病者の搬送に当たつては、実施基準を遵守しなければならな
い。 

２ 医療機関は、傷病者の受入れに当たつては、実施基準を尊重するよう努めるものとする。 
 

第３５条の８ 都道府県は、実施基準に関する協議並びに実施基準に基づく傷病者の搬送及
び傷病者の受入れの実施に係る連絡調整を行うための協議会（以下この条において「協議
会」という。）を組織するものとする。 

２ 協議会は、次に掲げる者をもつて構成する。 
一 消防機関の職員 
二 医療機関の管理者又はその指定する医師 
三 診療に関する学識経験者の団体の推薦する者 
四 都道府県の職員 
五 学識経験者その他の都道府県が必要と認める者 

３ 協議会は、必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、資料の提供、意見の表明、
説明その他の協力を求めることができる。 

４ 協議会は、都道府県知事に対し、実施基準並びに傷病者の搬送及び傷病者の受入れの実
施に関し必要な事項について意見を述べることができる。 
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医療計画関連資料 

「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働省告示）

医療計画において明示される救急医療に関する機能

４疾病

がん

脳卒中 救急医療の機能

急性心筋梗塞 救急医療の機能

糖尿病

５事業

救急医療 休日夜間急患センターや２４時間対応する診療所等で初期の救急医療を提供する機能

緊急手術や入院を必要とする救急患者に医療を提供する機能

生命にかかわる重篤な救急患者に救命医療を提供する機能

精神科救急について、輪番制による緊急時における適切な医療及び保護の機会を確保するた
めの機能、重度の症状を呈する精神科急性期患者に対応するための中核的な機能、等。

災害時における医療

へき地の医療

周産期医療 高度な診療を要するリスクの高い分娩を扱う機能

小児医療 在宅当番医制、休日夜間急患センターや２４時間対応する診療所等
初期の小児救急医療を提供する機能

緊急手術や入院を必要とする小児救急患者に医療を提供する機能

生命にかかわる重篤な小児救急患者に救命医療を提供する機能

 

医療計画における救急医療提供体制

三次救急
医療機関
(救命救急医療)

二次救急
医療機関

初期救急
医療機関

緊急性・専門性の高い脳卒中、急性心筋梗塞等や、重症外傷等の複
数の診療科領域にわたる疾病等、幅広い疾患に対応して、高度な専
門的医療を総合的に実施。
その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当し、地
域の救急患者を最終的に受け入れる役割を果たす。

地域で発生する救急患者への初期診療と応急処置を行い、必要に応
じて入院治療を行う。医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等
に対する医療等、自施設で対応可能な範囲において高度な専門的診
療を担う。また、自施設では対応困難な救急患者については、必要な
救命処置を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等へ
紹介する。

主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外
来診療を行う。

参考：「疾病又は事業ごとの医療体制について」(厚生労働省医政局指導課長通知)

重症及び複数の
診療科領域にわたる

全ての重篤な救急患者

入院治療を必要とする
重症の救急患者

比較的軽症の
救急患者

傷
病
者
発
生
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周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会報告書 

～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～（抄） 

（厚生労働省・平成２１年３月４日 ） 

 

＜概要＞ 

◆ 救急患者搬送体制の整備 

  ・ 救急患者の病態に応じた搬送・受入基準を作成 

  ・ 重症患者に対応する医療機関を定め、地域の実情に応じた受入迅速化、円

滑化の方策を検討・実施 

  ・ 県境を越えた医療機関との救急搬送ネットワークを構築 

 ◆ 搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備 

  ・ 情報通信技術の活用等により周産期救急情報システムを改良 

  ・ 搬送コーディネーターを地域の中核医療機関又は情報センター等に配置 

 ◆ 地域住民の理解と協力の確保 

  ・ 地域住民への情報公開 

  ・ 地域住民の啓発活動 

    住民主催の勉強会の開催など地域住民による主体的な取り組みを支援し、

住民とともに地域の周産期医療を守っていくことが重要。 

 ◆ 対策の効果の検証と改良サイクルの構築 

  ・ 搬送先決定までの時間等のデータを収集し、地域ごとの実績を定期的に公

表 

  ・ 周産期救急医療を救急医療対策の中に位置づけるよう、医療計画に関する

基本方針を改正 

 

＜本文＞ 

４ 救急患者搬送体制の整備  

（１）母体搬送体制  

母体搬送には、妊産婦救急のための搬送と胎児及び出生後の新生児の治療の

ための搬送がある。特に母体救命救急に対しては、病態に応じた搬送体制の整

備が急がれ、以下の対応が求められる。  

・ 専門家が医学的見地から十分に検討した上で、救急患者の病態に応じた搬

送基準を作成する。同時に施設間転送と救急隊による直接搬送それぞれにつ

いての手順を定める。  

・ 周産期母子医療センターは、上記の基準に照らして救急患者の病態に応じ

た受入基準を作成するとともに、対応可能な病態を公表する。  

・ 周産期母子医療センターは、自院の体制を踏まえ、救急患者の受入れが円

滑にできるよう関連診療科と綿密に協議し、連携を図る。  
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・ 脳神経外科等の関連診療科を有しない周産期母子医療センターについては、

近隣の救命救急センター等といつでも連携できる体制を整える。  

・ 都道府県は、周産期医療協議会、救急医療対策協議会やメディカルコント

ロール協議会といった医療関係者や消防関係者が集まる協議会等を活用し、

周産期に関連する救急患者の受入先の選定、調整及び情報提供のあり方等を

検討する。消防機関の搬送と病院前救護の質向上のためには、メディカルコ

ントロール体制の確保が重要であり、メディカルコントロール協議会に周産

期医療関係者も参画するなど、メディカルコントロール協議会においては周

産期医療との連携に十分配慮する。  

・ 都道府県は、救急患者の搬送及び受入基準の運用にあたり、必要に応じて、

重症患者に対応する医療機関を定める等、地域の実情に応じた受入の迅速化、

円滑化の方策を検討し、実施するとともに、そのために必要な医療機関に対

する支援策を行う。  

（２）新生児搬送体制  

ＮＩＣＵのない施設や自宅で出生に至った低出生体重児などを搬送する新

生児搬送体制についても整備を強化する。また、新生児の迎え搬送、三角搬送、

戻り搬送などを担う医師等の活動を適正に評価する。都道府県が主体となって

新生児搬送や母体搬送に対応できるドクターカーを備え、併せて運転手、搬送

担当医師及び看護師を確保する。その場合、ドクターカーの設置施設及び搬送

の具体的な運用等については都道府県の周産期医療協議会で検討する。  

（３）広域搬送体制  

地域の必要性に応じて、県境を越えた医療機関及び救急隊との救急搬送ネッ

トワークを構築する。  

関係する都道府県及び周産期母子医療センター、周産期救急情報システムの

役割については周産期医療対策事業の見直しの中で、明確にする。  

広域搬送に際しては、救急医療用ヘリコプターや消防防災ヘリコプター等を

活用した搬送体制を検討する。更に、県境を越えた搬送症例においては、家族

の利便性の観点から、また母親が児に接する機会を増加させる意味でも戻り搬

送の必要性は高く、これに対する体制整備を推進する。  

（４）戻り搬送  

総合周産期母子医療センターが受け入れた妊産婦及び新生児を、状態が改善

し搬送元医療機関での受入が可能になった時に、搬送元医療機関等に搬送する

体制（戻り搬送）を促進する。この時、病院及び家族の経済的負担を軽減する

ための対策等も検討する。 

 

下線は本検討会事務局により加筆 

 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/03/s0305-7.html
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１ 小児救急患者の搬送と受入体制の整備について  

  小児科医を構成員に含む協議会を都道府県に設置して、小児救急患者の搬

送及び受入れの実施基準を定める必要がある。その実施基準の中で、消防

機関が小児救急患者の緊急度や状況を確認するための基準を策定する必要

がある。  

  小児救急患者の受入体制について、医療計画の中に明示し、住民にわかり

やすく伝える必要がある。  

２ 小児の救命救急医療を担う救命救急センターの整備について  

  救命救急センターの実施要綱における小児救急専門病床の要件について

は、本検討会での議論に基づいた見直しが必要である。  

  また、小児の救命救急医療を担う救命救急センターにおける医療の質の確

保や実績の評価については、今後関連する情報を集め、専門家による検討

が必要となるとともに、そのような機能や評価に応じた適切な支援が求め

られる。  

３ 小児の救命救急医療を担う小児専門病院・中核病院等の整備について  

  小児の救命救急医療を担う小児専門病院・中核病院等については、従来の救命

救急センターの小児救命救急部門と同等の機能を有する「小児救命救急センター

（仮称）」として、必要な支援を行っていく必要がある。  

４ 小児集中治療室の整備について  

  小児集中治療室については、財政的支援が充分でないことを一因として整備が

進んでいない状況にあり、今後は、整備を推進するための支援の充実が必要であ

る。  

 今後は、小児の救命救急医療体制の中で集中治療室が受け皿として普及すること

が求められており、そのためには、小児の集中治療を担う医師の確保・養成が必要

である。また、小児集中治療室に必要とされる小児科医、麻酔科医や専門とする看

護師の要件等について、前出の「小児集中治療室設置のための指針」を参考に、質

の確保と量の拡充の視点から、更なる研究を行う必要がある。さらに、各地域にお

いて、小児集中治療室を整備する医療機関や必要な病床規模について、地域の実情

に応じて実現に向けた検討をしていく必要がある。 

 

下線は本検討会事務局により加筆 

 http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/07/s0708-3.html

重篤な小児患者に対する救急医療体制の検討会中間取りまとめ（抄） 

（厚生労働省・平成２１年７月８日 ） 
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(3) 改革の具体像 

①地域生活を支える医療機能の充実・強化 

ア 精神科救急医療体制の確保 

○ 地域の実情を踏まえつつどの地域でも適切な精神医療を受けられる体制の

確保を図る観点から、都道府県による精神科救急医療体制の確保等について、

制度上位置付けるべきである。 

○ 精神科救急医療システムの基礎的な機能について、都道府県等がモニタリン

グを行い、適切にシステムを運用できるよう、国が指標を設定し評価を行う

とともに、都道府県等が基礎的な機能を超えた優れたシステムを構築する際

にも、財政的な支援の充実を図るべきである。 

○ 精神科救急情報センターが、精神科救急と一般救急との連携・調整や、精神・

身体合併症患者の紹介の機能を果たすよう、機能強化及び医療関係者への周

知を図るべきである。 

○ 都道府県において救急患者の搬送・受入ルールを策定することとする消防法

の改正（平成 21 年）が行われたことを踏まえ、当該ルールにおいて、精神・

身体合併症患者も対象とするよう促すことについて検討すべきである。 

○ さらに、一般病床における身体合併症患者の診療体制を確保する観点から、

精神疾患と急性期の身体疾患を併せ持つ患者に対する精神科リエゾン診療の

充実について検討すべきである。（再掲） 

また、一般救急医療機関に搬送された重篤な身体合併症を有する精神疾患

患者への診療体制を確保する観点から、救命救急センター等における精神医

療の確保や、救命救急センター等から他の総合病院等の精神科医療機関への

転院の円滑化のための方策についても検討すべきである。 

イ 精神科医療施設の精神科救急医療体制における機能 

○ 再診や比較的軽症の外来患者への対応など、一次的な救急医療について、診

療所を含めた地域の精神科医療施設が自ら役割を担うとともに、情報窓口の

整備・周知等を図り、夜間休日を含めた精神医療へのアクセスの確保を図る

べきである。 

○ 常時対応型施設については、救命救急センターを参考に、施設の機能評価を

行い、機能の向上を図るべきである。そのための指標の作成を進めるべきで

ある。 

○ 総合病院精神科における精神病床の確保とともに、その機能の充実を図るた

めの方策について検討すべきである。（再掲） 

 

下線は本検討会事務局により加筆 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2009/09/s0924-2.html 

今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会「精神保健医療福祉の更

なる改革に向けて」（抄）（厚生労働省・平成２１年９月２４日 ） 


